
　議案第１０４号

　（総則）

第１条　令和６年度藤岡市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和６年度藤岡市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとお

　り補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　水 道 事 業 収 益 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 千円 千円

　第１款　水 道 事 業 費 用 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 費 用 千円 千円 千円

１,２７９,５１４ １,２８２,４０１２,８８７

令和６年度藤岡市水道事業会計補正予算（第１号）

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

１,４５４,５９５ １,４５７,４８２２,８８７

１,３２０,９５８

１,２３８,８５９

支　　　　　　出

１,３１０,０５４ １０,９０４

１０,９０４１,２２７,９５５



　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２６，７４９千円は、当年度分消費税及び

　地方消費税資本的収支調整額７４，２６４千円、過年度分損益勘定留保資金８５２，４８５千円」を「資本的収入額が資本的

　支出額に対し不足する額９２８，７９２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７２，３２５千円、過年度

　分損益勘定留保資金８５６，４６７千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　資 本 的 支 出 千円 千円 千円

　　第３項　国 庫 補 助 金 返 還 金 千円 千円 千円

　　第４項　予 備 費 千円 千円 千円

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　（１）職 員 給 与 費 千円 千円 千円

　令和６年１２月１１日提出

　令和６年１２月１１日可決

藤岡市長　　新　井　雅　博　　

１７３,２４２ △１０,５３６ １６２,７０６

２,０４３

３０,０００

（補正予定額） （計）

３０,０００

２,０４３

０

０

支　　　　　　出

（補正予定額） （計）

１,４０７,６６９ ２,０４３ １,４０９,７１２



　収　　入 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 水道事業収益 1,454,595 2,887 1,457,482

１ 営業収益 1,279,514 2,887 1,282,401

２ 受託工事収益 16,590 2,887 19,477

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 水道事業費用 1,310,054 10,904 1,320,958

１ 営業費用 1,227,955 10,904 1,238,859

１ 原水及び浄水費 338,836 1,122 339,958

２ 配水及び給水費 159,096 1,967 161,063

３ 受託給水工事費 35,335 6,581 41,916

５ 総係費 67,427 1,234 68,661

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的支出 1,407,669 2,043 1,409,712

３ 国庫補助金返還金 0 2,043 2,043

１ 国庫補助金返還金 0 2,043 2,043

４ 予備費 30,000 0 30,000

１ 予備費 30,000 0 30,000

款 項 目

款 項 目

（資本的収入及び資本的支出）

令和６年度藤岡市水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び収益的支出）

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益
　（２）減価償却費
　（３）固定資産除却費
　（４）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（５）長期前受金戻入額
　（６）引当金の増減額　（△は減少）
　（７）受取利息及び受取配当金
　（８）支払利息
　（９）未収金の増減額　（△は増加）
　（10）たな卸資産の増減額　（△は増加）
　（11）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（12）未払金の増減額　（△は減少）
　（13）前受金の増減額　（△は減少）
　（14）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（15）利息及び配当金の受取額
　（16）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入
　（３）他会計負担金による収入
　（４）国庫補助金等による収入
　（５）国庫補助金等返還による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

1,467,806,863
1,118,426,985

△ 2,043,000

△ 408,601,000
0

48,199,000

△ 349,379,878

456,800,000

24,120,000
0

△ 859,014,550

0

0
△ 79,392,753

0
12,467,200

522,917,672
16,000

△ 61,498,000
461,435,672

△ 881,091,550

△ 14,940,819

令和６年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

56,220,622
539,376,000
15,625,000

△ 3,554,933
△ 99,873,000

1,143,517
△ 16,000

61,498,000
34,364,838

（単位　円）



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和６年度藤岡市水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

397,569,144

（単位　円）

687,382,709
△ 448,379,726 239,002,983
18,779,787,091

△ 9,396,499,244 9,383,287,847
5,444,046,656

△ 3,785,851,886 1,658,194,770
94,498,062

△ 58,437,524 36,060,538
37,509,856

△ 19,957,411 17,552,445
62,478,563

△ 46,681,325 15,797,238
649,980,704

12,397,445,669

2,751,979,704

15,149,425,373

2,751,979,704



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

1,118,426,985

74,694,031
39,360,635
8,993,147

△ 281,000 122,766,813

23,685,570
2,043,580 25,729,150

1,266,922,948

16,416,348,321



 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

負　　債　　の　　部

3,948,951,614

38,693,000

3,948,951,614

4,026,233,913

38,589,299
77,282,299

381,685,891

12,848,755

381,685,891

0
0 12,848,755

13,740,000

11,474,000
2,266,000

432,031,496

23,756,850 23,756,850

4,678,413,241
△ 1,878,204,348

7,258,474,302

2,800,208,893



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

8,627,393,804

97,919,506
139,303,067
14,686,315
19,172,821
12,073,079

283,154,788

0
247,325,427

247,325,427

530,480,215

9,157,874,019

16,416,348,321



　注記

Ⅰ．重要な会計方針
　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　先入先出法による原価法。
　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 ６ ～２０年
　　　　　　器具及び備品　　　　　　　 ２ ～１５年
　（２）　無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　　　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年
　３　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。
　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額４３，６７０千円は除く。
　（２）　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月
　　　までの４ヶ月分）を計上している。
　（３）　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　（４）　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。
　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。
　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。
　４　引当金の取崩し
　（１）　賞与引当金の取崩し
　　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として３２，３６４千円を支給することとなったため、賞与引当金１１，３５６千円を取
　　　り崩した。
　（２）　法定福利費引当金の取崩し
　　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，０７６千円を支給することとなったため、法定福利費引当金
　　　２，２４１千円を取り崩した。
　（３）　貸倒引当金の取崩し
　　　　令和６年度において、債権の不納欠損による損失３，８３６千円に充てることとなったため、貸倒引当金３，８３６千円を取り崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記
　新会計基準移行に係る経過措置
　（１）　修繕引当金に関する経過措置
　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、
　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた
　　　すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的
　　　に整理している。


